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●県内人口の推計値では、県内人口の22.6％が65歳以上の高齢者となっており、生産年齢人口は60.3％である。

生産年齢人口の減少と高齢化により、企業の人手不足は深刻になるため、雇用面では以下の取組が必要。

▶65歳以上の高齢者や女性、障害者が安心・安全に働ける環境整備と雇用促進

▶若年者が減少していくため、若年者の採用後の人材育成と定着促進

（資料出所） 総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29推計、
平成30年推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）

.割合（％）

2020

人口の推移（沖縄県）

1

14歳以下人口割合

15～64歳人口割合

65歳以上人口割合

第１ 沖縄県の労働行政を取り巻く情勢

１．最近の雇用情勢全般
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資料出所：沖縄県「観光要覧」

▼入域観光客及び観光収入の推移（１）
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▼完全失業率の推移

資料出所：総務省・沖縄県「労働力調査」

（2）

（3）

２．若年者の雇用・失業情勢

▼ 就職後３年以内の離職率（平成30年３月卒）

高校卒 大学卒

全国

36.9% 31.2%

１年目 ２年目 ３年目 １年目 ２年目 ３年目

16.9％ 11.9％ 8.1％ 11.6％ 11.3％ 8.3％

沖縄

50.6% 39.9%

１年目 ２年目 ３年目 １年目 ２年目 ３年目

23.2％ 16.3％ 10.1％ 14.9％ 15.2％ 9.4％

（１）

資料出所：厚生労働省「新規学卒者の都道府県別離職状況」2
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▼ 年齢階級別完全失業率の比較（全国・沖縄）

高校卒 大学卒

全国 99.2% 95.8%

沖縄 97.8% 85.7%

資料出所：総務省・沖縄県「令和３年労働力調査」

▼令和４年３月卒新規学卒者就職
内定状況（令和４年３月末現在）

資料出所：厚生労働省「職業安定業務統計」
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３．非正規雇用労働者の雇用情勢

▼雇用者に占める非正規の職員・従業員の割合（全国・沖縄）

うち男性 うち女性 うち若年者

全国 31.3% 15.6% 49.7% 31.0%

沖縄 35.2% 19.1% 50.4% 37.6%
※15歳以上64歳以下の労働力人口を基に算定 資料出所：総務省「令和３年(年次)労働力調査」

※表中の若年者とは、15歳以上35歳未満の者を示す。

非正規割合

（1）

▼ 正社員求人・求職・有効求人倍率の推移

資料出所：厚生労働省「職業安定業務統計」

（2）

3



3,056.5 
3,218.0 

3,540.5 
3,697.0 

3,976.0 

4,675.0 4,714.5 
4,891.0 

5,167.0 

2.12 2.15 

2.29
2.34

2.43

2.73
2.66

2.74

1.76
1.82

1.88 1.92
1.97

2.05
2.11 2.15

2.20 

1.5

1.6

1.7

1.8

1.9

2.0

2.1

2.2

2.3

2.4

2.5

2.6

2.7

2.8

2.9

3.0

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

H25 26 27 28 29 30 R元 R2 R3年

雇用障害者総数（沖縄県）

実雇用率（沖縄県）

実雇用率（全国平均）

４．障害者の雇用情勢

資料出所：厚生労働省「障害者雇用状況報告」

▼ 障害者の雇用状況（各年６月１日現在）
沖縄
2.86％

実雇用率
（％）

５．高年齢者の雇用情勢

▼ 高年齢者雇用確保措置の内訳

94.8% 98.7% 98.8% 99.6% 99.5% 99.4% 99.7% 99.5%

22.6% 25.6%
28.0%

35.2%

17.2% 16.3% 17.9% 18.8%
21.7% 24.6% 26.9%

34.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 R元年 R2年 R3年

資料出所：厚生労働省「高年齢者雇用状況報告」（注）R3年は21人以上の企業の報告に基づき集計（R2年までは31人以上）
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６．女性の雇用情勢

▼ 女性の年齢階級別労働力率

▼ 管理職に占める女性割合

資料出所：総務省統計局「就業構造基本調査」

資料出所：総務省統計局「労働力調査」

（1）

（2）

７．外国人の雇用情勢

▼沖縄県の外国人労働者の推移（各年10月末現在）
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８．労働条件等をめぐる動向

▼ 週実労働時間60時間以上の雇用者割合

▼ 定期監督等の法違反率の推移

資料出所：総務省統計局、沖縄県企画部統計課（労働力調査）

（年）

（年）

（％）
（１）

（2）

９．最低賃金の状況

年度 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 ２ ３ ４

沖縄 645 653 664 677 693 714 737 762 790 792 820 853

沖縄県と
同ランクの
県の状況

岩手
高知
と
同額

島根
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▼ 沖縄県最低賃金の推移
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10．労働災害の発生状況

▼労働災害(死亡)の発生状況

▼ 労働災害（休業４日以上）の発生状況

▼ 令和３年 労働災害(死亡)の事故の型
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▼ 職場における定期健康診断有所見率（令和３年）健診項目別

11．労働者の健康状況

63.9 63.7 63.8 64.6 64.8 64.8 66.6 68.5 69.5 70.4 
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▼定期健康診断有所見率の推移
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3.0
5.1

11.9

3.9
7.3

0.6
4.5

2.1

17.8

8.0

16.6

33.0

12.5

3.4
3.8

10.5

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

沖縄県 全国

（％）

（１）

（2）

8

▼令和３年 労働災害(休業４日以上)の事故の型

転倒
動作の反動・
無理な動作

墜落・転落
はさまれ・
巻き込まれ

切れ・こすれ

他

［うち新型コロ
ナウイルス感

染症］

合計

第３次産業 ２４５人 １７３人 ９２人 ４８人 ４６人
４５５人
［288人］

１，０５９人

全産業
３３６人
（20.9％）

２２０人
（13.7％）

２０９人
（13.0％）

１２１人
（7.5％）

７９人
（4.9％）

６４６人
［329人］
（40.1％）
［20.4％］

１，６１１人
（100％）

（4）



12．労災補償の状況

▼ 労災保険給付支払状況
（単位：万円、人）

※金額については千円単位を四捨五入している。
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▼脳血管疾患及び虚血性心疾患等の労災補償状況の推移

請求 決定 支給決定（認定）

（年度）

（件）
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▼ 精神障害の労災補償状況の推移

請求 決定 支給決定（認定）

（年度）

（件）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

保険給付総額 444,452 452,462 462,366 458,931 467,079

新規受給者数 5,046 5,270 5,674 5,365 5,577

（１）

（3）

（2）
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非正規割合 完全失業率

うち若年者 うち若年者

全国 ３１．３％ ３１．０％ ２．８％ ４．３％

沖縄 ３５．２％ ３７．６％ ３．７％ ５．４％

※若年者とは、15歳以上35歳未満の者をいう。

第２ 多様な人材の活躍推進

１．新規学卒者等への就職及び定着支援

２．若年者及び非正規雇用労働者対策の総合的な推進

高校卒 大学卒

全国
36.9% 31.2%

１年目 ２年目 ３年目 １年目 ２年目 ３年目

16.9％ 11.9％ 8.1％ 11.6％ 11.3％ 8.3％

沖縄
50.6% 39.9%

１年目 ２年目 ３年目 １年目 ２年目 ３年目

23.2％ 16.3％ 10.1％ 14.9％ 15.2％ 9.4％

▼ 就職後３年以内の離職率（平成30年３月卒）

▼ 新規高卒者の就職内定率の推移（令和４年３月卒）

資料出所：厚生労働省「新規学卒者の都道府県別離職状況」

▼ 非正規の職員・従業員の割合、完全失業率

資料出所：総務省・沖縄県「令和３年(年次)労働力調査」

令和３年９月末 令和４年３月末

全 国 62.0 99.2

沖 縄 27.0 97.8

差 ▲ 35.0 ▲ 1.4

資料出所：厚生労働省「新規学卒者の都道府県別離職状況」

（１）

（2）

（１）
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13,314 14,183 

15,608 
17,178 

19,682 

3,917 4,073 4,532 4,156 
4,330 

29.4 28.7 29.0
24.2

22.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

H29年 H30年 R元年 R2年 R3年

新規求職者数 就職件数 就職率

医療・福祉 36%

卸売・小売 12%

建設業 11%

製造業 8%

サービス 7%

学術研究 5%

飲食・宿泊 5%

運輸業 4%

不動産 4%

生活関連・娯楽 2%

農林漁業 2%

情報通信 1% 教育・学習 1%

金融・保険 1%

令和３年度
正社員就職実績
（1,109人）

４．高年齢者の就労・社会参加の促進

３．就職氷河期世代の活躍支援

▼高年齢者（55歳以上）の職業紹介状況

▼就職氷河期世代の
正社員就職実績（産業別）

（年度）

38.2

18.4
26.6

18.3

31.8

50.1 

22.8 

39.8 

74.4 

39.1 

51.4 
43.1

28.7 

40.9
36.7

28.7

51.7 

21.8 

41.6 

68.2 

39.2 

55.8 

10

30

50

70

全産業 建設 製造 情報

通業

運輸

郵業

卸売

小業

金融

保険

不動産

賃貸

宿泊

飲食

医療

福祉

その他

サービス

全国

沖縄

（％）

資料出所：総務省「平成29年就業構造基本調査」

▼ 業種別非正規労働者の割合（2）
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中国（香港、マカオ含む）

998人

9.5% 韓国

393人

3.7％

フィリピン

1,318人

12.6%

ベトナム

2,467人

23.5%
ネパール

1,675人

16.0%

インドネシア

751人

7.2%

ブラジル

138人

1.3%

ペルー

96人

0.9%

G7等

1,062人

10.1%

その他

1,600人

15.2%

外国人労働者数

10,498件

６．外国人労働者に対する総合的支援

５．障害者の雇用機会の確保及び就労促進

▼ 国籍別外国人労働者の割合
（令和３年10月末現在）

資料出所：「外国人雇用状況の届出状況」

2068
2386

2,585 2,728 2,825 2,908 2,933 2,872

3,140 3,182

1109
1433

1,677 1,714 1,795 1,899 1,912
1,670 1,504 1,532

53.6
60.1

64.9 62.8 63.5 65.3 65.2
58.1

47.9 48.1

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

500

1500

2500

3500

4500

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

新規求職者 就職件数 就職率
（人）

（％）

達成企業, 660社, 
60.9%未達成企業, 

424社 39.1％

0人企業, 257社, 
60.6％

▼ 障害者法定雇用率達成企業割合 ▼ 障害者の職業紹介状況（１） （2）

７．生活困窮者等の安定した生活の確保に向けた総合的支援

▼生活困窮者等に対する就職支援状況

1,360
1,513 1,484

1,611
1,451

1,009 1,054 1,079 1,033 1,077

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

H29 H30 R1 R2 R3

支援対象者数 就職者数（人）

（年度）
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８．長期療養者に対する治療と仕事の両立に向けた支援

62

126

190
200 194

38

71

120
128 127

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

220

H29 H30 R元 R2 R3

支援対象者数 就職者数（人）

（年度）

▼長期療養者の就職支援状況

９．子育て中の方への就職支援及び育児の両立支援

▼マザーズコーナーでの就職支援状況

616 622 600 581 579587 582 559 497 552

0

500

1,000

H29 H30 R1 R2 R3

支援対象者数 就職者数（人）

（年度）
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第３ 良質な雇用の確保・拡大に向けた取組

１．ハローワークのマッチング機能の推進

74,940 71,168 69,009 70,220 71,490 75,716 

25,598 25,319 23,610 22,911 20,663 19,877 

34.2 35.6 34.2 32.6
28.9 26.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

H28 H29 H30 R元 R2 R3

▼新規求職者数、就職者数、就職率

新規求職者数 就職者数 就職率
（人） （％）

（年度）

115,705 122,977 125,307 124,764 

89,381 
102,676 

23,905 23,690 22,290 21,798 20,224 19,300 

20.7
19.3 17.8 17.5

22.6
18.8

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

H28 H29 H30 R元 R2 R3

▼新規求人数、充足数、充足率

新規求人数 充足数 充足率
（人） （％）

（年度）

7,391 7,575 7,868 
8,441 8,398 

6,930 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

H28 H29 H30 R元 R2 R3

▼雇用保険受給者の早期再就職件数

（人）

（年度）

（１）

（2）

（3）
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３．人材不足分野対策の推進

▼人材不足分野の有効求人倍率の推移（就業地別・原数値）

1.31

2.88

1.77

3.86

2.48
2.89

2.49

0.79

2.81

1.53

3.56

2.01 1.72 1.62
0.83 

2.40 
1.92 

3.64 

1.68 1.79 
1.36 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

全職業 介護分野 医療分野 保育分野 建設分野 警備分野 運輸分野

令和元年度 令和２年度 令和３年度(倍) 

訓練施設 就職率（％）

① ポリテクセンター沖縄 85.5

② 県立職業能力開発校（施設内） 94.3

③ 県立職業能力開発校（委託） 77.5

④ 求職者支援訓練（基礎コース） 71.8

⑤ 求職者支援訓練（実践コース） 47.3

５．職業訓練による技能習得の推進

▼離職者訓練及び求職者支援訓練修了者の就職実績（令和３年度）

※①②③は、訓練終了３ヶ月後の就職状況「令和３年度公共職業等訓練実績より」、④及び⑤は、令和３年度中に終了
したコースのうち、令和４年３月までに修了したコースにおける就職者のうち、 雇用保険に加入した率

６．県及び市町村と連携した雇用対策の推進

▼ 雇用対策協 定締結自治体

自治体名 協定締結日

沖縄県 平成27年８月20日

浦添市 平成28年11月11日

沖縄市 平成27年３月25日

名護市 令和３年２月９日

宮古島市 平成25年１月24日

石垣市 平成31年２月７日
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１．長時間労働の抑制

第４ 労働環境の整備、法定労働条件の確保

２．法定労働条件の確保、履行対策

406

379

471

442

409

365

310

300

350

400

450

500

H27 H28 H29 H30 H31(R1) R2 R3

▼ 申告処理件数の推移

（件）

1,808 1,807 1,806 1,806 1,808 1,799 1,807

1,754

1,728

1,675
1,703

1,789
1,808

1,792 1,789 1,784 1,782 1,781

1,769
1,733

1,685
1,7091,694 1,692 1,688 1,682 1,685 1,680 1,680

1,656

1,609

1,561

1,5881,645
1,662

1,643 1,636 1,630 1,630 1,628 1,619

1,584

1,555
1,570

1,500

1,600

1,700

1,800

1,900

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

労働者1人平均年間総実労働時間の推移 （規模30人以上）

総実労働時間（沖縄県） 総実労働時間（全国）

所定内労働時間（沖縄県） 所定内労働時間（全国）
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４．最低賃金の履行確保と周知の徹底

沖縄県の最低賃金

最低賃金の件名
最低賃金額
（時間額、円）

効力発生年月日

沖縄県最低賃金 853 令和４年10月６日

特
定(

産
業
別)

最
低
賃
金

新 聞 業 879 令和４年11月17日

自 動 車 （ 新 車 ） 小 売 業
各 種 商 品 小 売 業
糖 類 製 造 業
畜 産 食 料 品 製 造 業
清 涼 飲 料 、 酒 類 製 造 業

左記の最低賃金は、令和４年度は改正がありませんでした。

令和４年10月６日からは、
沖縄県最低賃金853円が適用されております。

５．労働災害の防止対策

令和４年（９月末） 令和３年（９月末） 増減

製造業 152人 130人 22人（16.9％）

建設業 166人 137人 29人（21.2％）

商業 150人 156人 🔼6人（🔼3.8％）

接客娯楽業 82人 99人 🔼17人（🔼17.2％）

保健衛生業 1,139人 253人 886人（350.2％）

他 263人 234人 29人（12.4％）

全産業 1,952人 1,009人 943人（93.5％）

令和４年労働災害（休業４日以上）の発生状況 （９月末速報値）

６．職場における健康確保

205

422

1,052

0

200

400

600

800

1000

1200

Ｒ２年度末

（Ｒ３年３月）[注]

Ｒ３年度末

（Ｒ４年３月）

Ｒ４年度上期末

（Ｒ４年９月）

「うちなー健康経営宣言」登録事業場数の推移

［注］ Ｒ２年度末まで「ひやみかち健康経営宣言」
Ｒ３年度から「うちなー健康経営宣言」17



２．女性活躍推進法の推進

▼ 認定企業数（令和４年９月末時点）

３．次世代育成支援対策法の推進

▼認定企業数（令和４年９月末時点）

くるみん認定企業数 プラチナくるみん認定企業数

301人以上企業 11 1

101人～300人企業 9 1

100人未満企業 4 0

第５ 誰もが働きやすい職場づくりの推進

18

４．職業生活と家庭生活との両立支援対策の推進

▼育児・介護休業法に関する相談件数（令和３年度）

≪育児関係≫

・育児休業（409件）

・看護休暇、育児の所定労働時間制限関係」（94件）

・育児休業に係る不利益取扱い（72件）

≪介護関係≫

・介護休業（55件）

・介護休暇・介護の所定外労働の制限等関係（46件）

・介護休業等に関するハラスメント（10件）

えるぼし認定企業数 プラチナえるぼし認定企業数

301人以上企業 7 0

300人以下企業 9 0



５．雇用形態に関わらない公正な待遇の確保

▼パートタイム・有期雇用労働法に関する相談件数（令和３年度）

≪パートタイム・有期雇用労働法≫（70件）
・ 「均等・均衡待遇関係」47件、「体制整備」５件、「正社員転換」 ２件

７．個別労働関係紛争解決の促進

▼ 総合労働相談件数の推移

＊１つの相談につき、複数の相談があればそれぞれ 計上しているため延べ件数として計上している。

9,789 

8,598 
8,241 

8,809 8,558 
8,929 9,054 

10,102 
9,578 

3,020 
2,244 2,496 

2,028 2,025 
2,493 2,357 2,078 2,226 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3(年度)

総合労働相談件数 個別労働紛争相談件数
（件）

（１）
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▼ 個別紛争の主な相談内容（令和３年度）（2）

いじめ･嫌がらせ, 

588件, 26.6%

その他の労働条件, 

338件, 15.3%

解雇（普通・整理・懲戒）, 

299件, 13.5%

自己都合退職, 
244件, 11.1%

退職勧奨･雇止め, 

205件, 9.3%

労働条件の引

下げ（賃金等）, 

200件, 9.1%

その他, 

333件, 

15.1%

個別紛争相談
内容2,226件



第６ コロナ禍における総合労働行政機関としての役割

１．コロナ対応特別労働相談窓口

２．雇用の維持に関する支援

（１）雇用調整助成金･緊急雇用安定助成金（助成内容の拡充・支給要件の緩和など）

（３）産業雇用安定助成金（令和３年２月創設）

（２）新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金

● 新規学卒者内定取消特別相談窓口

学生等への相談件数：令和２年度 38件、令和３年度 ０件、令和４年４月～９月 ０件
令和２年４月13日に那覇新卒応援ハローワークに窓口設置

事業主により休業を命じられた中小企業の労働者等が、休業期間中に賃金（休業手当）
の支払いを受けることができない場合に、当該労働者等の申請により支給した。

➢申請件数9,424件、支給決定件数9,812件（いずれも令和４年４月から令和４年９月末時点）

➢申請件数16,746件、支給決定件数16,694件 （いずれも令和４年４月から９月末時点）

➢申請件数 67件、支給決定件数 84件 （いずれも令和４年４月から９月末時点）

20

３．コロナ禍における仕事と子育ての両立支援

休業支援金・給付金（※現行は令和４年11月30日までの休暇取得分が対象）

労働局からの小学校休業等対応助成金活用の働きかけに事業主が応じない場合に、新型

コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金の仕組みにより中小企業の労働者等から直
接申請を受付し支給した。

➢ 支給決定件数 513件 （令和４年４月から令和４年９月末時点）




